
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４想定する地震による被害想定                   

 想定する地震：愛知県東海地震・東南海地震・南海地震 
 揺れ：市内の大部分で震度６弱、一部で震度５強の揺れを想定 
 浸水・津波：津波による被害想定はなし 

想定する地震による被害量 

建
物
被
害
※
１ 

揺れによる全壊 約 200 棟 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害 

上水道（断水人口） 約42,000人 

液状化による全壊 約 10 棟 下水道（機能支障人口） 約35,000人 

津波・浸水による全壊 5 棟未満 電力（停電軒数） 約24,000軒 

急傾斜地崩壊等による全壊 5 棟未満 固定電話（不通回線数） 約5,600回線 

地震火災による焼失 5 棟未満 携帯電話※3（停波基地局率） 約 80% 

合計 約 200 棟 都市ガス（復旧対象戸数） 5 棟未満 

人
的
被
害
※
２ 

建物倒壊等による死者 5 人未満 LP ガス（機能支障世帯） 約 400 世帯 

浸水・津波による死者 5 人未満 生
活
へ
の
影
響 

避難者数※4 約7,500人 

急傾斜地崩壊等による死者 5 人未満 
上記における避難所避難者
数：避難所外避難者数 

50：50 

地震火災による死者 5 人未満 帰宅困難者数※5 
約 7,500～

8,600 人 

死者数合計 5 人未満 
廃
棄
物 

災害廃棄物等 約47,000ﾄﾝ 

※1 県全体の全壊・焼失棟数の合計が最大となる冬夕方 18 時の場合 

※2 県全体の死者数の合計が最大となる冬深夜 5 時の場合 

※3 発災 1 日後の想定 

※4 発災 1 週間後の想定 

※5 平日 12 時 

１計画の目的                         

膨大な量が発生すると見込まれる災害廃棄物を迅速かつ円滑に処理
することにより、生活環境の悪化を防止するとともに復旧復興に資する
ため、また災害発生に備えて平時から取り組んでおくべき事項をあらか
じめ整理し、本市の災害対応力を向上させることを目的として、みよし
市災害廃棄物処理計画を策定する。 

２災害廃棄物に関する課題                   

本市の課題について、地域特性や廃棄物処理の現状の観点から、課題
を整理する。 

現状 想定される事態 

地
域
の
特
徴 

高齢化率は増加傾向にあ

り、近い将来超高齢社会

を迎えると思われる 

高齢のため、自力で災害廃棄物を排出できない市民への対

応が必要になる 

市域の一部に人口密度の

高い地域がある 

仮置場候補地を配置する場合に、人口密度や人口分布を考

慮する必要がある 

卸売・小売業と製造業の

事業所が多い 

水害が発生して事業所から公共の場に流出したごみで、生

活環境保全上著しく支障が出る場合は、やむを得ず市が処

理することとなる 

市内を二級河川やその支

流が流れている 

近年の気候変動の影響による梅雨や台風時期の大雨により

河川氾濫の危険性が高まっている 

山林は少ない 土砂災害の危険性は少ない 

住宅化が進行している 仮置場候補地となる空地が少ない 

上水道普及率が高い 災害で上水道が止まった場合に水洗トイレが使用できなく

なるため、多くの仮設トイレが必要となる 

東名高速道路のICがある 高速道路のアクセスが良好であり、自区域外の災害廃棄物

処理も有力な選択肢になる 

緊急輸送路から遠い地区

がある 

道路啓開（最低限のがれき処理を行い、緊急車両等を通行さ

せる）に時間がかかり、その間の災害廃棄物や生活ごみの収

集・運搬に支障をきたす 

廃
棄
物
処
理 

一般廃棄物処理を組合で

行っている 

東郷町、日進市及び組合との間で、災害廃棄物の受け入れに

関する調整が必要となる 

施設の老朽化 経年に伴い、施設の老朽化や処理能力の低下が進んでおり、

災害廃棄物に関する処理余力がさらに小さくなっている恐

れがある 

民間事業者の活用 焼却灰の処理等、普段から民間事業者が一定の役割を担っ

ているが、災害時にはさらに依存度が高まる可能性がある 

 

７対象とする廃棄物                       

災害廃棄物の他に通常の生活ごみに加えて、避難所ごみや片付けごみ、
仮設トイレ等のし尿を処理する必要がある。 
 

対象とする廃棄物（災害によって発生） 

種類 内容 

可燃物/可燃系混合物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した可燃系廃棄物 

木くず 柱・はり・壁材などの廃木材 

畳・布団 被災家屋から排出される畳・布団であり、被害を受け使用できなくな

ったもの 

不燃物/不燃系混合物 分別することができない細かなコンクリートや木くず、プラスチッ

ク、ガラス、土砂（土砂崩れにより崩壊した土砂、津波堆積物 ※ 等）
などが混在し、概ね不燃系の廃棄物 

コンクリートがら等 コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくずなど 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 

廃家電（4 品目） 被災家屋から排出される家電４品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥機、
エアコン、冷蔵庫・冷凍庫）で、災害により被害を受け使用できなく

なったもの 

小型家電/その他家電 被災家屋から排出される小型家電等の家電４品目以外の家電製品で、

災害により被害を受け使用できなくなったもの 

腐敗性廃棄物 被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工場や飼肥料工場
等から発生する原料及び製品など 

有害廃棄物/危険物 石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物（注射針や血が付着したガー
ゼ等）、化学物質、フロン類・ＣＣＡ(クロム銅砒素系木材保存剤使用

廃棄物）・テトラクロロエチレン等の有害物質、医薬品類、農薬類の有
害廃棄物。太陽光パネルや蓄電池、消火器、ボンベ類などの危険物等 

廃自動車等 自然災害により被害を受け使用できなくなった自動車、自動二輪、原
付自転車 

その他、適正処理が 

困難な廃棄物 

ピアノ、マットレスなどの地方公共団体の施設では処理が困難なも
の、漁網、石こうボード、廃船舶など 

 

３対象とする災害等                      

地震災害及び台風、豪雨等による風水害、その他自然災害とする。 

想定される大規模災害の種類と災害廃棄物の特徴 

災害の種類 地震被害 風水害 土砂災害 

災害形態 津波を伴う海溝型
地震 

直下型地震 浸水被害 斜面崩壊、土砂流
出 

災害要因等 南海トラフ地震 
日本海側海溝型地

震 

活断層地震 豪雨による河川
氾濫等の災害 

土砂崩れ、土石流
等による災害 

発生が想定さ

れる災害廃棄

物の特徴 

巨大津波による建

物被害、大量の混
合廃棄物が発生 

揺れによる建物の

倒壊や火災による
廃棄物 

床上・床下浸水に

よる災害での家
財等の廃棄物 

大量の土砂及び

流木等、被害家屋
からの廃棄物 

参考となる過

去の災害事例 

東日本大震災 平成 28 年 
熊本地震 
平成 28 年 

鳥取県中部地震 

平成 27 年 
関東東北豪雨 
平成 30 年７月 

豪雨、他 

平成 25 年伊豆大
島土砂災害 
平成 26 年 

広島市土砂災害 
平成 30 年 
７月豪雨、他 

 

５災害廃棄物発生量の推計                     

災害廃棄物発生量推計結果（南海トラフ地震） 

廃棄物種類 可燃物 不燃物 ｺﾝｸﾘｰﾄがら 金属 柱角材 合計 

推計量（ﾄﾝ） 4,212 4,212 12,168 1,544 1,264 23,400 

※全壊棟数：200 棟  発生原単位（ﾄﾝ/棟）：117 
 

避難所ごみ発生量の推計 

発災から経過日数 発災 1 日後 発災１週間後 発災 1 か月後 

避難所避難者数（人） 525 3,750 818 

推計量（t/日） 0.34 2.41 0.53 

※発生原単位（g/人日）：643 

 

 
６仮設トイレ必要基数の推計                    

仮設トイレ関連資機材の備蓄状況（令和 3 年 8 月） 

 簡易トイレ 
マルチ 
トイレ 

トイレ（ﾏﾝ
ﾎｰﾙ用） 

トイレ用 
外枠 

ボックス 
トイレ 

ｽｹｯﾄｲﾚ用 
便座 

トイレ 
ｶｰﾄﾘｯｼﾞ 

計 90 32 7 37 85 95 150 
 

仮設トイレの必要数 

発災から経過日数 発災 1 日後 発災１週間後 発災 1 か月後 

仮設トイレ必要人数（人） 22,023 16,365 2,023 

仮設トイレ必要基数（基） 281 209 26 

※1 人 1 日平均排出量（L/人日）：1.7 仮設トイレの平均的容量（L/基）：400 

 収集計画：３日（３日に１回収集） 
  
災害が発生した場合の仮設トイレの必要基数から、現在の備蓄数では不足

が生じる。 

８処理戦略の検討                        

(1)自区内処理分の処理戦略 
本市で発生した災害廃棄物は、環境に配慮し概ね３年以内に処理を終

了することを基本に、地域に存在する資機材、人材、廃棄物処理施設や最
終処分場を最大限活用し、極力、自区域内処理に努める。 

 
災害廃棄物の基本処理フロー案と処理の基本方針 

 
 

 

 

4,212 ｔ 処理余力 4,798 ｔ/年 焼却量 0 ｔ/3年
18.0 ％ 焼却量 4,212 ｔ/3年 0 ％

18 ％ 資源化量 0 ｔ/3年
資源化量 0 ｔ/3年 0 ％

0 ％

4,212 ｔ 処分余力 0 ｔ 最終処分量 4,212 ｔ
18.0 ％ 最終処分量 0 ｔ 18 ％

0 ％ 資源化量 0 ｔ
資源化量 0 ｔ 0 ％

0 ％

12,168 ｔ 資源化量 12,168 ｔ
52.0 ％ 52 ％

1,544 ｔ 資源化量 1,544 ｔ
6.6 ％ 6.6 ％

1,264 ｔ 資源化量 1,264 ｔ
5.4 ％ 5.4 ％

23,400 ｔ ｔ
100 ％ ％

仮置場における
分別・破砕・選別

自区域内における
一般廃棄物処理施設
(最大利用方式）

※特別処理
（広域処理、民間処理委託、

仮設処理施設）

可燃物 自区域内処理（焼却・溶融） ※特別処理（焼却・溶融）

不燃物 自区域内処理（最終処分） ※特別処理（最終処分）

コンクリートがら 破砕施設（がれき）

14,976
64.0

金属くず 再生利用事業者

柱角材 破砕施設等（木くず）

総発生量 リサイクル量

第 1章 総則 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９水害廃棄物対策                       

 (1)水害廃棄物の特徴 
①多くの水分を含むため、腐敗しやすく、悪臭・汚水を発生するなど時

間の経過により性状が変化する場合がある。  
②浸水が解消された後、すぐに被災者による排出が始まるため、収集運

搬の手配や仮置場のより早い検討が必要である。 

(2)収集、運搬処理 
①浸水が解消された直後から収集を開始することが望ましく、特にくみ

取り便所の便槽や浄化槽は迅速な対応を行う。  
②水分を含んだ畳や家具等が多量に発生するため、平時の収集作業人員

及び車両等では収集運搬が困難となる場合に注意する。  
③水分を含んだ畳等は発熱・発火する可能性がある。火災や腐敗による

二次災害等に注意し、早期に資源化や処理を行う必要がある。 
④保管場所の消毒・消臭等、感染症の防止、衛生面の保全を図る。  
⑤土砂が大量に混入する場合の処理に留意する。 

(3)仮置場の管理 
水害の場合の注意事項 
〇一斉に片付けごみが大量に仮置場に持ち込まれ、人力作業で積み上

げ高さが低くなり、推計以上の面積が必要になる。 
〇住民への周知が不十分な場合は分別ができていない混合廃棄物に

なるため、その後の処理に支障をきたす。 
以上に注意し、仮置場を管理する方法を平時に定めておく。 

１平時対応                          

 (1)組織体制と指揮命令系統の明確化 
発災時の内部組織体制は、本市地域防災計画に基づき、「災害対策

本部」を設置。災害対策本部内に災害廃棄物対策を担当する部署を置
く。 

受援体制についても予め検討、整理しておく。 

(2)公的機関相互の連携協力体制の確立、確認 
自衛隊・警察・消防、県、国それぞれと役割に応じた、連携協力体

制を確立、確認する。 
県内市町村等との連携は、近年、災害廃棄物対策に有効であること

が実証されていることから、災害時に速やかに調整が行えるよう、平
時から連携を密にしておく。 

(3)民間団体との連携協力体制の確立、確認 
建設事業者団体、一般廃棄物処理事業者団体、産業廃棄物処理事業

者団体等と災害廃棄物処理に関する支援協定を締結することを検討
する。 

(4)ボランティアとの連携 
被災家屋の片付け等にボランティアが関わることを想定し、ボラ

ンティア等への周知事項（排出方法や分別区分等）を災害時にボラン
ティアセンターを運営する社会福祉協議会や広報部局と協議する
等、平時から連携に努める。 

(5)職員の教育訓練、研修の実施 
災害発生時に業務の中心を担う職員に、災害廃棄物等に関する科

学的・専門的知識、関係法令の運用、土木・建築などの災害廃棄物
対策に必要な技術的な内容に関する教育を受ける機会を提供する。 

(6)資機材の備蓄 
仮設トイレは南海トラフ地震が発生した際の仮設トイレ必要設置

数は、最大、発災 1 日後の 281 基となる。また、その他の資機材に
ついては、災害時不足することが予想される資機材は、可能なものは
市で備蓄。また、関係団体等の所有する資機材のリストを事前に作成
し、連携・協力体制を確立しておく。 

(7)仮置場候補地の選定、確保 

一次仮置場必要面積 

最大で必要となる面積 1.2 ha 

処理期間中一定の割合で災害廃棄物の

処理が続く前提の場合の面積 
0.8 ha 

仮置場は平時から候補地を選定し、必要面積や配置の検討など事
前準備を進めておくことが必要である。 

(8)廃棄物処理施設の災害対応強化 
災害時は、災害廃棄物と普段の生活ごみの処理も行う必要がある。

このため、平時から施設を管理する組合との連携を図り、発災時にご
み処理に支障をきたすことがないようそれぞれの役割を担う。 

(9)災害廃棄物処理負担軽減のための施策連携 
計画段階から、国や県、市の廃棄物担当とインフラ・ライフライン

担当の間で役割分担や連携の強化・確認を図り、災害廃棄物処理の早
期化を促し負担の軽減のため、平時からの連携を図り、連絡・調整を
行う。 

(10)定期見直し 
必要な検討や様式の整備、災害協定の充実などによって、より具体

的で実行性のある計画に更新する。 
 

３復旧・復興時対応                       

基本的な災害廃棄物の分別・処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[地域特性のある廃棄物対策] 
・災害廃棄物の排出が困難となる高齢者世帯にボランティアの活用を想定し、

平時から社会福祉協議会と連携を図る。また、戸別収集を検討する。 
・本市の一部に人口密度の高い地区があり広い仮置場に必要な空地は少ない

ため、仮置場から処理先への搬出頻度を上げて対応するなど工夫する。 
・平時から、事業者への広報・啓発を行い、災害時にごみを出さないための管

理をしてもらう。 
・豪雨等の水害が予想される場合は、事前確認や体制の整備、事前準備を行

う。 
・仮設トイレの備蓄を行うとともに、レンタル業者との協定を結ぶなどする。 
・土木部局と連携し、通行可能な道路の情報収集に努める。 
・廃棄物処理を行う組合や構成市町と災害廃棄物処理体制の整備を図る。 

８処理戦略の検討                       

 (2)オーバーフロー分の処理戦略 
愛知県では、災害発生時において、事前に地域ブロック分け（尾張地

域、西三河地域、東三河地域）をすることにより、発災前及び発災後にお
ける市町村間の連携を促進している。 
オーバーフロー分の処理戦略としては、県の方針に従い、地域間連携を

行う。 

愛知県の地域ブロック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 災害廃棄物処理計画 

２緊急時対応                           

地域防災計画を基に、勤務時間外での非常配備体制や初動期における災害廃
棄物担当の業務内容を把握し、迅速な対応に努める。 

(1)情報収集整理（総務担当） 
災害発生直後から廃棄物処理施設の被害状況、災害廃棄物等の発生量

等、人命救助を優先しつつ情報に優先順位をつけて収集する。 

(2)避難所ごみ・し尿（解体撤去担当） 
避難所ごみを含む生活ごみは、仮置場に搬入せず既存の施設での処理を原則

とするが、生活に支障がないよう計画的な収集運搬・処理を行う。 

(3)各種相談窓口の設置等（市民窓口担当） 
被災者からの相談・問い合わせに対応する、受付体制及び相談内容・回答内

容の整理といった情報の管理方法を検討する。 

(4)排出ルールと住民広報（市民窓口担当・仮置場担当） 
仮置場開設の際は、防災行政無線、広報車、市ホームページ等で、市民に仮

置場の排出ルール等の情報をしっかりと伝えることが重要となる。 

［収集運搬体制］ 

災害時に優先的に収集する災害廃棄物の種

類、必要な機材、収集運搬方法・ルートについ

て、平時に想定しておく。収集運搬ルートは、

緊急輸送道路区間を基準に選定する。 

 

[リサイクルの促進] 

木くず、コンクリートがら、混合

廃棄物等を可能な限り復興資材と

して活用することを基本とする。 
 

 

［仮置場の管理運営］ 

労働災害や周辺環境への影響

を最小限とするため、仮置場の

路盤や搬入路の整備、災害廃棄

物の搬入・分別などの作業に伴

う安全管理を徹底する。 

[自区域内処理施設で処理できない廃棄物対策] 

県の調整のもと広域的に処理を行うことを検討する。 [要管理物・有害物質への対応] 

災害発生時には有害物質取扱事業所等

の被災状況を速やかに確認し、事業者と

協力して情報の共有と住民への広報を

行うとともに、適切な処置を講ずる。 

 

 
[家屋解体撤去] 

原則として、所有者の責任によって行う。ただし、災害復興

に当たって市は災害等廃棄物処理事業費補助金を活用して

全壊家屋の解体を実施することができる。 

 

第 1章 総則 


